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令和７年１２月２５日 

国土交通省 関東地方整備局 

資 料 ４ － （ １ ） 

令 和 ７ 年 度 第 ６ 回 

関 東 地 方 整 備 局 

事 業 評 価 監 視 委 員 会 



事業名
横浜港南本牧ふ頭地区国際海上コンテナターミナル整備
事業

担当課 港湾局　計画課 事業
主体

関東地方整備局
担当課長名 古土井　健

実施箇所 横浜市中区

該当基準 再評価実施後一定期間（５年間）が経過している事業

主な事業の諸
元

岸壁（水深18m）、航路・泊地(水深18m)、泊地(水深18m)、護岸（防波）、荷捌き地、荷役機械、上屋

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・コンテナ貨物の増加への対応。
・コンテナ船の大型化による既存施設の水深不足への対応。
・大規模地震時の背後圏地域への幹線貨物輸送への対応。
＜達成すべき目標＞
横浜港において、海外トランシップの回避およびコンテナ需要の増大に対応するため、大水深岸壁を有するコンテナターミナルを整備し、物流効率化を図ること
で、国際競争力の向上を目指す。併せて耐震強化岸壁を整備することにより、大規模地震時における物流機能を確保し、経済活動の維持を図る。
①物流機能の高度化、効率化
②岸壁の大水深化
③大規模地震時における、幹線貨物輸送の確保
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

事業期間 事業採択 平成19年度 完了 令和12年度

総事業費
（億円）

1,536 残事業費（億円） 276

上位計画の
位置づけ

＜国土形成計画（令和5年7月28日閣議決定）＞
・第1部 第4章 第1節 2.（1）国土基盤の高質化に向けた戦略的マネジメントの徹底（リダンダンシー確保を含めたネットワーク強化）
・第2部 第4章 第1節 1.国際交通拠点の競争力強化（国際的な物流拠点の形成に向けた取組）

＜第５次社会資本整備重点計画（令和３年5月28日閣議決定）＞
・重点目標１ 防砂・減災が主流となる社会の実現
　１－２ 切迫する地震・津波等の最芸に対するリスクの低減
・重点目標４ 経済の好循環を支える基盤整備
　４－１ サプライチェーン全体の強靱化・最適化

＜国土強靱化基本計画（令和5年7月28日閣議決定）＞
・気候変動に伴い激甚化・頻発化する風水害や、切迫する大規模地震に対応するため、港湾施設の耐震・耐波性能の強化や技術開発を進める
など、港湾施設の機能強化を図る。（第３章２（８）⑫））

＜港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針（令和6年4月1日告示）＞
Ⅱ 港湾の配置、機能及び能力に関する基本的な事項
1 特に戦略的に取り組む事項に係る基本的な事項
(1)我が国の産業と国民生活を支える海上輸送網の構築と物流空間の形成
① グローバルバリューチェーンを支える国際海上輸送網の構築と物流機能の強化＜国際基幹航路等の戦略的強化＞
(3)国民の安全・安心を支える港湾機能・海上輸送機能の確保
①災害等から国民の生命・財産を守り、社会経済活動を維持する港湾・輸送体系の構築

事業の多面的
な効果

■政策目標・施策目標
・政策目標：国際競争力、広域・地域連携等の確保・強化。
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

■定性的・定量的な効果
　当該事業を実施することにより、大型船舶が入港可能となり、海上輸送コストが削減される。

＜定性的な効果＞
・物流機能の効率化・高度化、国際競争力の強化
・ターミナル利用による生産拡大、雇用創出
・輸送距離短縮に伴うコンテナ貨物輸送の効率化による脱炭素化・カーボンニュートラルへの貢献
＜定量的な効果＞
・CO2、NOX等の排出ガスの削減(CO2:1,195,587t-C/年、NOX：62,557t/年）

■定量的効果のうち投資効率性
○便益の主な根拠
輸送ｺｽﾄ削減便益（ﾀｰﾐﾅﾙ新設）：5,626億円　（令和14年予測取扱貨物量：78万TEU／年）
海外トランシップ回避便益：8,069億円　（令和14年予測取扱貨物量：15万TEU／年）
震災時の輸送コスト増大回避便益：175億円　（令和14年予測取扱貨物量：133万TEU／年）
残存価値：132億円

基準年度 令和7年度

基本ケース

継続B/C 1.9

（感度分析）　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　　　4.4～5.0　　　　　　　　　　   1.7～2.1
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　　 　4.6～4.8　　　　　　　　　     1.8～2.1
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　　　4.7～4.7　　　　　　　　　　   1.8～1.9

（参考値）
割 引 率　（2％）　　　　　　　　　　　　 　　　　　　5.9　　　　　　　　　　　　   　　2.5
割 引 率　（1％）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　6.7　　　　　　　　　　　　       2.8

C:総費用(億円)

4.7

割引率 4%

B:総便益
(億円)

14,002 C:総費用(億円) 2,974

B:総便益
(億円)

930

EIRR（％） 15.2 B-C 11,029 全体B/C

480

主な事業の進
捗状況

総事業費1,536億円、既投資額1,260億円
令和7年度末　事業進捗率82%

主な事業の進
捗の見込み

令和12年度完了予定

社会経済情勢
等の変化

令和7年完了から令和12年完了となり、工期の延伸が見込まれる。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞

＜港湾管理者の意見＞
・（横浜市）コンテナ貨物の取扱量が増加しており、国内唯一の水深18m岸壁の効率的な運用を図るため、荷さばき地の拡張・整備が必要です。
　国有施設として荷さばき地を整備することで、港湾コストの低減が図られ、国際競争力強化につながることから、早期完成に向けて強力に事業を推進していただ
きますようお願いいたします。

コスト縮減や代
替案立案等の
可能性

岸壁においては、高い強度を有する「鋼板セル式」を採用することで、地震時における高い機能性を確保するとともに、コスト縮減を図った。

対応方針 継続

対応方針理由 十分な事業の投資効果が見込まれると判断できるため



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 





 

 



 



 


